越前市生ごみ処理器設置奨励金交付要綱
（目的）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１条　この要綱は、一般家庭における生ごみ処理器（以下「処理器」という。）設置に対し、越前市生ごみ処理器設置奨励金（以下「奨励金」という。）を予算の範囲内において交付することにより、ごみの減量化と堆肥化による有効利用を図ることを目的とする。

（適用規則）

第２条　奨励金の交付については、越前市補助金等交付規則（平成１７年越前市規則第５０号。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（定義）

第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　(1) コンポスト容器等　微生物の働きにより生ごみを分解して堆肥化することを目的に製造された容器であり、電気を動力として用いないものをいう。

　(2) 電動式生ごみ処理機　電力を利用して生ごみを分解し、又は乾燥し、減量化することを目的に製造された機器をいう。
（対象処理器等）

第４条　奨励金交付の対象となる処理器（以下「対象処理器」という。）は、次の各号のいずれかに該当するものとする。

(1) コンポスト容器等（１世帯につき２基までに限る。）

(2) 電動式生ごみ処理機（１世帯につき１基までに限る。）

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、対象処理器としない。
(1) 生ごみを破砕し、水路又は下水道等に排出する機器（ディスポーザ等）

(2) 営利転売を目的として購入されたもの

(3) 中古品

３　対象処理器は、奨励金の交付申請年度内に購入したものに限る。ただし、令和７年度に奨励金の交付申請を行うコンポスト容器等（電動式生ごみ処理機は対象としない。）については、当該交付申請年度内に購入されたものに加え、令和６年度中に購入したものを対象とする。

（対象者）

第５条　奨励金の交付を受けることができる者は、当該各号に掲げる個人又は団体とする。
(1) 個人　越前市内に住所を有する者で、対象処理器を購入し、設置しているもの。

(2) 団体　前号の規定に該当する個人（コンポスト容器等を購入し、設置している者に限る。）５人以上で構成される団体。ただし、団体の構成人数として適用される回数は、同一申請年度につき１世帯当たり１回までとする。
（奨励金の額）

第６条　奨励金の額は、次の各号に定めるとおりとする。

(1) 個人の場合

ア　コンポスト容器等　本体購入価格（消費税相当額を含み、別売附属品に係る費用、送料等は含まないものとする。以下同じ。）の２分の１以内の額とし、処理器１基に対して５，０００円を上限とする。

　イ　電動式生ごみ処理機　本体購入価格の２分の１以内の額とし、処理器１基に対して３０，０００円を上限とする。

(2) 団体の場合

前号アに定める額に加え、団体の構成人数に１，０００円を乗じた額を上乗せした額とし、３０，０００円を上限とする。

２　奨励金の額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
（奨励金の交付申請）

第７条　奨励金の交付を受けようとする個人は、越前市生ごみ処理器設置奨励金交付申請書兼請求書（様式第１号）に領収証書等の対象処理器購入を購入したことがわかる書類と奨励金の振込先の口座番号、名義人等が確認できる通帳等の写しを添えて、市長に提出しなければならない。

２　奨励金の交付を受けようとする団体は、越前市生ごみ処理器団体上乗せ奨励金交付申請書兼請求書（様式第２号）に団体構成人数分の越前市ごみ処理器設置奨励金交付申請書兼請求書（様式第１号）等、前項の書類を添えて、市長に提出しなければならない。

３　団体上乗せ奨励金を団体口座に振り込む場合は、前項に規定する書類に加えて、団体口座の振込先の口座番号、名義人等が確認できる通帳等の写しを添えて、市長に提出しなければならない。

（奨励金の交付）

第８条　市長は、前条の規定により申請書類の提出を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、奨励金の交付額を決定し、申請者が指定した個人又は団体の口座に口座振込みの方法により交付する。

（奨励金の返還）

第９条　市長は、虚為の申請その他不正な手段により奨励金の交付を受けた者に対し、当該奨励金の全部又はその一部を返還させることができる。

（その他）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行期日の日の前日までに、武生市ごみ処理器設置奨励金交付要綱又はゴミ減量化対策費補助金交付要綱の規定によりなされた補助金交付手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

（この要綱の失効）

３　この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。

附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成１９年３月３１日から施行する。

（経過措置）

２　この要綱の施行前に、改正前の第５条の規定によりごみ処理器設置奨励金交付申請書兼請求書を市長に提出した者は、改正後の第２条の規定を適用しない。

　　　附　則

　この要綱は、平成２２年３月１１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２５年１月２２日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２８年３月２９日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成３１年３月３１日から施行する。

　附　則（令和３年３月３１日越前市公衆浴場設備整備事業補助金交付要綱等の一部を改正する要綱）抄

この要綱中第１条、第３条及び第６条の規定は令和３年３月３１日から、第２条、第４条、第５条、第７条、第8条及び第９条の規定は令和３年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、令和７年４月１日から施行し、同日以降の申請について適用する。ただし、附則第３項の改定規定は、令和７年３月３１日から施行する。
　（経過措置）
２　前項本文の規定によるこの要綱の施行の日前に、改正前の越前市生ごみ処置器設置奨励金交付要綱の規定により奨励金の交付の対象となった処理器については、改正後の越前市生ごみ処理器設置奨励金交付要綱第４条第１項第１号の規定を適用しない。
様式第１号（第７条関係）　別紙のとおり

様式第２号（第７条関係）　別紙のとおり
